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エネルギーを消費することでCO2排出量は増加します。省エネ住宅はエネルギーの使用量を削減し、地
球温暖化対策につながるとともに、高騰する電気料金の削減にもつながります。脱炭素社会実現に向け
て1980年に住宅の省エネ基準が制定されましたが、改正するごとに基準が強化され、2025年からは全
ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合を義務付けられる予定です。不動産の募集図面にエネルギー性
能を表示することが必須の時代が近く訪れるのではないかと思います。

エネルギー消費を抑えた省エネ住宅でCO2削減
住宅業界に求められる脱炭素社会への取り組み

出典：「住宅・建築分野における地球温暖化対策について」2019年3月（国土交通省）

※一定の仮定をおいて、国土交通省において試算

年間冷暖房エネルギー消費量の試算

平成11年基準と無断熱の建物を比べると、
冷暖房の年間エネルギー消費量は2倍以上
も異なります。
ちなみに、現行の省エネ基準は平成28年作
られたもので、平成11年基準より更に厳し
くなっています。
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